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はじめに
ここに論ず ることは、 日本研究が ドイツで今 後 どの ように発展 してい くであろ う
か とい う将来像についてではなく、寧 ろ ドイツの大学にお ける 日本研究はいかに生
き残 りを図るか とい うことがテーマ である。 日本研究が今般大変革期に立た され る
に至った要因について論述す る。 さしあた り、歴史的経緯を振 り返 り1、続いて 目下
1ド イ ツ に お け る 日 本 研 究 の 歴 史 に 関 し て は 、 こ の 他 、 以 下 を 参 照 の こ と:Haenisch,〃bゲ ・
JapaneseStudiesinGermany,in:France-Asiel7/168,1961,p.2283-2287;ハミ ッ チ ュ ・ホ ル ス ト





vondenAnf舅genbis1918[社 会 と 外 国 研 究 一 ドイ ツ に お け る 日 本 学 の 歴 史 を 例 に 第1部







JapanologieinderBundesrepublikDeutschland[象牙 の 塔:の 日 本 学 者 あ る い は 文 献 学 者 一 ドイ
ツ 連 邦 共 和 国 に お け る 日 本 学 の 現 状 と 展 望],inJapaninfb6,1990,p.15-18,Japaninfb7,
1990,p.13-17;Hijiya一、Kirschnereit,Irmela:JapanologieandIts,,Teutonicisms",in:Harumi
BefUIJosefKreiner(編),OthernessesofJapan.Iudicium:M?chenl992,p.171-185;Anja





[日 本 学 一 成 立 と 構 造],in:KlausKrachtundMarkusR?termann(編),Grundriﾟder
Japanologie.Harrassowitz:Wiesbaden2001,p.1-35;クラ イ ナ ・ ヨ ー ゼ フ 「ドイ ツ ・ ド イ ツ 語
圏 に お け る 日 本 研 究 の 歴 史 」 法 政 大 学 国 際 日 本 学 研 究 所 ・ ボ ン 大 学 近 現 代 日本 研 究 セ ン タ







進行中の大学構造改革 との関連に触れ、最後 に、 ドイツの 日本研究に とって今何が
必要かとい う点について考える。
歴史的経緯
1878/79年 度 冬 学期 に 、マ ール ブル ク大 学 で 、 ヨハ ネ ス ・ユス トゥス ・ライ ン と
い う地 理学者 が 『日本 の地理 並 び に発 生史 につ い て』 と題 す る講i義 を行 って い る2。
これ が、 ドイ ツ の大 学 にお け る最 初 の 日本 に 関す る講 義 で あ る。 講 義 は、 ライ ン 自
身 の1874年 か ら75年 にか けて の 日本 滞 在経 験 が 基 に なっ てい る。この学者 は、1861
年 に 日本 と通 商条約 を結 ん だプ ロイ セ ン政府 の命 で 日本 に赴 い た もの で あ る。 当時
プ ロイ セ ン政府 は、 日本 にお い て取 引可 能 な産 品 の調 査 を行 っ てい た。 マ ール ブル
ク大学 の地 理学 者 ライ ン と同様 、他 の学 問分 野 、あ るい はま た他 の大 学 にお い て も、
学者 間 で 日本 に 関す る学術 研 究へ の 取 り組 み が 見 られ た。 しか し、 これ らの動 きは
い ずれ も、 大学 に 日本 学科 を設 立す る まで に は至 っ てい な い。 共 同研 究 者 の不 足 、
研 究 に耐 え うる 日本 語 力 の欠 如、 あるい は また 日本 へ の 関心 自体 の 後退 とい った 問
題 が あった。
日本 学の礎 は、そ もそ も文 献 学 の分野 にお いて 築 かれ た。ライ プ ツ ィ ヒ大 学3で 東
ア ジア言 語講 座 が 、 まず1878/79年 度 冬 学期 に 「日本 語文 法初 歩 」 とい う授 業 を 開
い てい る こ と、1887年 に創 設 されたベ ル リンの東 洋 言語研 究室(Seminar敝
OrientalischeSprachen)4に 当初 よ り日本 語 コー ス が存 在 した こ と、 あ るい はま た、ハ
ンブル ク大学 の植 民地研 究 所(1908-1919)5に1910年よ り 日本 語 の授 業 が あ り、
1914年 に 日本 学(Japanologie)の 教 授 ポ ス トが設 け られ た こ と、 これ らの どれ を も
っ て 日本 学 の始 ま りと考 え るか は、議 論 の分 かれ る ところだ と して も。 文献 学 的 ア
プ ローチ が我 が 国 にお け る 日本 研 究 の出発 点 とな っ た こ とは、 この 時期 に 国民 文学
論 が盛 んに唱 え られ た とい う時代背 景 と密 接 に 関連 して い る。 一 国 の本 質 は、 そ の




3ラ イ プ ツ ィ ヒ 大 学 日 本 学 科 の 歴 史 に 関 し て は 以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ を 参 照 の こ と:
http:〃www.uni-leipzig.de/～japan/
4東 洋 言 語 研 究 室 に 関 し て は 以 下 参 照 の こ と:Mangold,Sabine:Eine"weltb?gerliche
Wissenschaft"一DiedeutscheOrientalistikim19.Jahrhundert[世界 市 民 主 義 的 研 究 一19世 紀 の
ド イ ツ に お け る 東 洋 学]。FranzSteiner:Stuttgart2004,p,226.250;Kreiner,Jo34Zur100.
WiederkehrderGr?dungdesSeminarsf?OrientalischeSprachen[東洋 言 語 研 究 室 の 一 世 紀 を
振 り 返 っ て],in:Orientierungen.ZeitschriftzurKulturAsiens.NeueMitteilungendesSeminars
f?OrientalischeSprachenderUniversit舩Bonn,1,1989,p.1-24;Brochlos,Astrid:DasSeminar
f?OrientalischeSprachenanderBerlinerUniversit舩unddiejapanbezogeneLehre[ベル リ ン 大
学 に お け る 東 洋 言 語 研 究 室 と 日 本 に 関 す る 研 究],inGerhardKrebs(編),JapanundPreuBen.
Iudicium:M?chen2002,p.145-162.




国の言語 を用いて作 られた独 自の文学作品の中に最 も顕著に現れ る、 とい う考えで
ある。
国民文学論 を根底 とする 「日本学」(Japanologie)の 概念 は、ハ ンブル ク大学 にお
ける日本学科 の開設で、決定的なもの となった6。 後に教授 に就任 したヴェンクは、
異議 を唱え、講座が専 ら文献学的アプローチを旨とす ることか ら 「日本学」
(Japanologie)で なく、厂日本語 ・日本文学」(Japanistik)と 称す ることの妥当性 を
主張 しているが7、賛 同は得 られ なかった ようである8。 日本学(Japanologie)の 概
念は、いずれにせ よこの時点から学科の在 り方を決定付け、 日本研究の方法論 と不
可分 に結びついてきた。文献学的 日本研究 は、別 けて も古典研究を中心 とし、過去
に重点がおかれ、実際、同時代の文学はほとん ど顧み られなかった とい う特色も示
してい る。
ドイツでは、その後多 くの大学で こ うした流れ を汲む 日本学科(Japanologie)が
創設 されてきた(図1参 照)。 このよ うな状況下、1960年 代に、ボーフム大学新設
に当た り、 日本研 究に、従来の方法を打ち破 る、新たな学際的研究の構想が打ち出
され る。大学設立の当初 より、 日本研究に限って も複数の教授ポス トが用意 され9、
これ らは、その後更 に拡充 される予定であったlo。 しか し、 この構想 は結局実現に
は至っていない。専 ら文学畑の研究者 が養成 されて来た ドイツで、別 の研 究分野に
関し、適当な人材が確保 できない とい う問題 が生 じたためである。既 に文学以外の
側面か ら日本研 究を試 みている他の諸外国よ り専門家 を招聘す るとい う手段 もあ り
得たはずであるが、この時点では、まだそ こまでの措置は とられなかった。1977年
によ うや く、ボン大学にウィー ンか ら民俗学の研究者が招かれ、 ドイツの 日本研究
に新たなアプ ローチがもた らされることになったが11、 日本学科の在 り方 を抜本的
に変革するまでには至 らなかった。
6日 本 学(Japanologie)とい う 概 念 の そ も そ も の 始 ま り は 、 よ く 分 か っ て い な い .以 下 参 照 の
こ と.Kreiner,Jo3げJapanolbgieiml9.Jahrhundert[19世紀 の 日本 学] ,in:OttoLadst舩terund
SeppLinhart:AugustPfizmeierundseineBedeutungf?dieOstasienwissenschaften.Verlagder
ﾖsterreichischenAkademiederWissenschaften:Wien1990,p.4 -55.
7Wenck,G?ther:PratumJapanisticum・ExemplifizierenderEntwurfeiner,,Japanistik"[,,日 本 語 ・
日 本 文 学"の 例 証 的 構 想].OttoHarrassowitz:Wiesbadenl987.
8ヴ ェ ン ク の 門 下 生 で ボ ー フ ム 大 学 の 日 本 語 ・ 日 本 文 学 科 教 授 イ ェ ン ス ・ リ ッ ク マ イ ア ー の
み が 、 「日 本 語 ・ 日 本 文 学(Japanistik)」 と い う概 念 を 使 用 し て い る.
9EmpfehlungenzumAufbauderUniversit舩Bochum.DenkschriftdesGr?dungsausschusses,
Dezemberl962[ボ ー フ ム 大 学 創 立 に 関 す る 勧 告.大 学 創 設 委 員 会 報 告 書.1962年12月].
10EmpfehlungendesWissenschaftsrateszumAusbauderwissenschaftlichenHochschulenbis1970,
vorgelegtimJulil967[1970年ま で の 大 学 拡 張 に 関 す る 学 術 審 議 会 勧 告 .1967年7,月 公 布],
p.227.
112007年 、 こ の 後 任 に 歴 史 家 が 就 い た こ と で 、 民 俗 学 的 ア プ ロ ー チ は 消 滅 し た.
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日本研究の学際的アプローチを次 に促 したのは、 日本経済の 目覚 しい戦後復興で
ある。 日本の経済成長があな どれない ものとして ドイ ツ語圏で注 目を集 めるのは、
1980年 代 に入 ってのことで あるが、日本経済の成功の理 由を問 う政治家達に、歴史
的文献の文献学的研究に終始 してきた従来の 日本学は、満足 の行 く回答 を与えるこ
とができなかった。大学における日本研究は、その在 り方をめぐって、い よいよ方
法の見直 しと一層の充実 を迫 られることとなる。
ようや く1988年 に、マールブル ク大学に、組織的にも研究方法の視点からも従来
の学科 とは一線を画す る新 しい形の研究機関、 日本研究セ ンターが発足す る。 日本
研究センターは、ある学部に附属す るもので もなければ、またある研究機関の中の
ゼ ミでもない。組織的には学長直轄 の機 関 として、他 のすべての学部の上 に位置づ
けられている。例 えば、経済や法律12な どと言 った文学以外の様 々な分野で 日本 を
専門に研究す る学者がここに集 ま り、研究室 を置 き、予算 も共有 し、共同運営す る
とい う構想 である。その際、個 々の研究者 は、各 自の本来の研究方法に従い、法学
12ド イツ語圏における日本研 究の法学的アプローチの歴史に関 しては、以下を参照のこと.
ハイン リッヒ ・メンクハ ウス 「ドイ ツ語圏における 日本法への学問的取 り組み」法政大学




者な ら法学部、経済学者 な ら経済学部 にも籍を置 くとい う形 をとっている。従来 の、
文献学を中心 とした 日本学(Japanologie)の 概念 を放棄 し、「日本研究群」と称 し(ド
イツ語では、厂日本研究」 に当た る"Japanwissenschaft"と い う言葉を複数形 にして
"Japanwissenschaften``と 言 う)、複数 のジャンル が関わってい ることを強調す ること
によって、真の学際的研究を 目指 した ものである。各分野 においては、 当然の こと
なが ら、基礎 となる歴史 を軽視することな く、その上で特 に現代 日本 に焦点 を当て
た研究を 目的 とす るものである。
こ うした本格的構想 ゆえ、人材集めは再び難航 した。各分野 とも、かな りの期問、
日本か ら専門家 を招聘せ ざるを得 ない状況が続 く。依頼 を受けた側 も、マールブル
クで従事す るために日本の大学を留守にできる時間は ごく限 られている。それでも
2001年 にようや く、当初計画 された四つの研究分野が整備 された。一つは社会 と歴
史、 も う一っは宗教並びに思想史、更に法律、そ して経済の四分野である。マール
ブル ク大学のこの組織構造は、後 にモ デル と して、デュースブル ク大学や ミュンヘ
ン大学にも採用 されてい る。
ドイツ語圏では、その当時、即 ち80年 代半ばから90年 代半ばにかけて、 日本研
究に対す る社会の要請は、社会科学的 アプ ローチにより強 く寄せ られてお り、国家
の助成 も民間 ・財団等か らの支援 も自ずか らそち らの方面に流れ る傾 向にあって、
1997年 には現代 日本社会科学学会が発足す る。一方、文学畑の研究者、あるいは社
会科学者 とはアプ ローチを異に し、特 に組織 を必要 としていなかった人たちも、間
もな く ドイツ語圏 日本研究学会を結成す る。 しか し、実際には、この二つの学会は
会員の研究方法に照 らし、それ ほど明確に性格 を異にす るものではなく、両学会共
に所属 してい る者 も多数 ある。両学会が常に意識 してきた社会科学的アプローチ と
文献学的アプローチの ことさらな差異化13も、現実に即す るものとは言い難い。 し
か し、二つの学会 の設立は、当然のことなが ら社会科学者 とそれ以外の研究方法 を
とる学者 との問の競い合い を生む結果 ともなっている。
歴史的経緯 を総括する と、 日本研究は、今 日も尚圧倒的に文献学的アプローチが
主流 と言える。にわかに設 けられ、どれ ほども経 っていない社会科学的 日本研究は、
まだ大学を変革す るほ どの力を有 していない。また、大学の 日本学科は、大抵 の場
合、教授 一人ない しせ いぜい二人からなる非常に小 さな所帯であることが多い(図
2参 照)。様々な学部 から大勢を動員 した形での学際的 日本研究機関は、ごく一部の
13以 下 参 照 の こ と.H砌 ・a-Kirschnereit,lr.〃2ε10'ZwischenKulturwissenschaftund
Praxisorientierung.DieJapanologieimPortrait[文化 科 学 と 実 践 指 向 の は ざ ま で 一 日 本 学 ポ ー
ト レ ー ト],in:ForschungundLehre9,1997p.475-478;DieReplikseitensdesVorstandesder
Gesellschaftf?SozialwissenschaftlicheJapanforschung[日本 社 会 科 学 学 会 理 事 会 側 の 答 弁] ,
in:ForschungundLehrell,1997,p597;以 下 も 参 照 の こ と .、Foljanty-Jost,Gesine:
SozialwissenschaftlicheJapanologie-trotzalledem[社会 科 学 的 日本 学 一 何 は さ て お き] ,in:
JuditArokay/KlausVollmer(編),S?dendesWorts.FestschriftfUrRolandSchneiderzum65.




大 学 、 ミュ ンヘ ン、デ ュ ッセル ドル フ、デ ュー スブル ク、マ ール ブル ク 、テ ユー ビ
ンゲ ン に しか ない。 ま た、 二つ の学 会 の設 立 が 、た だで さえ小 さな集 団 を さ らに分





もともと難 しいこ うした状況は、近年の大学構造改革のあお りを受け、一段 と厳
しいもの となっている。
90年 代 から21世 紀初頭にか けて不況に見舞われた ドイツでは、大学(ド イツの
大学はほとん どが州立である)へ の公的資金 が年々削減 されて きた。大学の収入源
の減少 は、民間 ・財団等からの枠外資金で補 いきれ るものではない し、授業料値上
げに関 しては、 ドイツでは猛烈な反対運動があ り、今も議論が続 いている。そのた
め、大学 は規模縮小を余儀 なくされている。と りわけそのあお りを受 けているのが、
いわゆる 「小規模学科」である。「小規模学科」が具体的に何 を指すかは定かではな
いが、教授ポス トの少 ない、学生数の多くない学科が対象であるこ とは想像に難 く
ない。 ドイツの大学の多 くの 日本学科 が、一講座(教 授ポス トーつ)の みか ら成 る
こじんま りとした学科であることか ら、 日本研 究の存在そのものが問われている。
ゲッチンゲン大学の 日本学科が2005年3,月 末に、続いてヴュル ツブル ク大学の 日本
学科が2006年12月 末 に閉鎖 された こと、またその他では、例 えばベル リンのフン
ボル ト大学の 日本学科 で人員削減が行 われた こと等 は、驚 くに当た らないことであ
る。 こうした緊縮財政 は、 とりわけ空いたポス トの奪い合いをめぐり、内部分裂、
派 閥争い といった醜い事態をも招いている。
ドイツの連邦制が、小規模学科の解体を安易 にさせているとい う面も指摘 され る。
連邦制によ り大学の運営 自体は各州に一任 されているが、州は、閉鎖対象の小規模
学科が別 の州で維持 されているか と言った、全体的視野に立った検討 にまでは踏み
込まない。それゆえ、放 ってお けば、い くつかの小規模学科は ドイツか ら完全に姿
を消 して しま う危険 性す らあると言 える。
こうした深刻 な事態を受け、学術協議会は 「小規模学科」救済に関す る意見書の
公表 を求め られた14。また、当該小規模 学科の多 くが人文科学系であることか ら、
2007年 はあえて 「人文科学年」とうたわれ てい る。小規模学科救済の手掛か りとし
て、学術協議会は、より大きな組織へ向けた機構再編を促 してい る。それ によれば、
日本研究の生 き残 りには二つの可能性 が考え られ る。一つは、講座を担 当している
教授 の研究方法に則 した学部に吸収す る。例 えば、ハ レ大学で 日本学科が政治学部
に吸収 された例が これ に当た る。あるいは、 日本研 究者たちのそれぞれの研究方法
に関わ らず、他の地域研究者たちと合 同 し、 より大きな地域研 究学科を形成す るこ
とである。ボン大学では、この方法によ り、哲学部の中にオ リエン ト ・アジア学研
究所が発足 した。
14EmpfehlungenzurEntwicklungundF?derungderGeisteswissenschafteninDeutschlandvom27.
Januar2006[ド イ ツ に お け る 人 文 科 学 の 奨 励 と 発 展 に 関 す る 勧 告(2006年1月27日 付)]




これに並行 し、いわゆるボ ローニャ協定に沿 った動 きも進んでいる。ボ ロー ニャ
協定は、2010年 までに欧州内の大学制度の統一を 目指 してお り、これ に従 って、 ド
イツの大学制度 もバ ッチェラー(学 士)、 マスター(修 士)、 ドクター(博 士)の 三
課程制に統一 され、単位制が一律に導入 され ることになっている。ボローニャ協定
の基準に従えば、「小規模学科」の従来の独 自の履修課程は成立 しえなくなる。これ
に該 当す るのが、 これまでたった一人の教授 によって率い られていた履修課程 であ
る。独立 した学科 としてバ ッチェラー コースを設 けるだけの基準 を満 たす規模 を有
した 日本学科は、 ドイ ツの大学ではそ もそ もわずかであったため、結果 として、 ド
イツ全体で 日本学科が減少す る事態を招 いている。
独 自に履修課程 を設 けることのできない 「小規模学科」が閉鎖 の危機 を免れるに
は、他の 「小規模学科」 と合併する他、道は残 されていない。即ち、上述の ように
二っの選択肢 しかない。つま り、研究方法 を等 しくする学部 に吸収 されるか、他 の
近隣地域を専門 とす る地域研究学科 と統合す るかのいずれかである。
いずれを とろうとも、危険であることに変わ りはない。研究方法に従った ところ
で、大きな母体学部の中で 日本 を専門 とす ることは周辺的 としか見なされ ない とい
う問題がある。例 えば政治学部 において、 日本語学習カ リキュラムや 日本 に関する
文献を集めた図書館 といった全般的なインフラ整備 にどこまで理解 が得 られ るであ
ろ うか。また、他 の地域研究 との統合 について も、例 えば東アジア、アジア、太平
洋地域 といった広域の地域概念 の中で 日本研究が埋没 して しま う危険性がある。
結果 として、ドイ ツでは地域研究機 関の創設が優勢 のようである。学術協議会は、
2006年7.月 、見解15の 中で、特定の地域研究講座の ドイツ全土か らの完全な消滅 を
危惧 し、講座 の閉鎖 を国全体の視野に立って監督する国の機関の設立を促す勧告を
出 している。更に、事実上大学の運営 を預かる州政府が こうした研究機関の維持に
対応できない場合には、連邦政府が財政支援 をす るよ う要請 もしている。 しか し、
今 のところ、まだ どちらの方面にも具体的な動 きは見 られない。
かてて加えて、地域研究 については、 ドイツでは常に研究対象地域 に関 し浮沈が
見 られ、継続性 がない。80年 代、経済力 を誇 る ドイツにとって 日本の競争力が脅威
となるや、 日本研究の重要性が叫ばれ 、別の学科への割 当てが振 り向け られて、前
述のマールブル クやデ ュースブル ク、 ミュンヘ ンなどの 日本研究セ ンターが設立の
運び となった。しか し、それか らどれ ほども経たぬ90年 代 には、早 くも、日本経済
の不振を受 け、研究セ ンターの充実 はおろか、その維持にさえも関心が薄れてゆ く。
代わって他の国々、例 えば ビジネス において期待 の集まる中国や 、2001年9,月11
15EmpfehlungenzudenRegionalstudien(areastudies)indenHochschulenundauﾟeruniversit舐en
Forschungseinrichtungen,vom7.Juli2006[大学 並 び に 大 学 外 研 究 機 関 に お け る 地 域 研 究 に 関




日のテロ以来危機感 の高まるイスラム圏の国々へ と焦点が移 っている。この間に 日
本経済が再び持 ち直 していることは、まだ充分 に認識 されてはいない。
地域研究セ ンター設立の動きの中で、いわばこの構想 を先取 りした ような形 の、
例 えばマールブルクの 日本研究センター のような既存 の研究機 関が、履修課程 を設
ける基準を満たすだけの教授数 を抱えてい るか らと言 って、安泰でい られ るかと言
えば、まったくそ うい うことではない。2005年12月 に発表 されたヘ ッセン州の大
学研究センター計画16で は、マールブル ク大学の 日本研究セ ンターは、2010年 末ま
でに閉鎖 され る予定になっている。そ の代わ りに、フランクフル ト大学 に新たな地
域研究センター、東アジア国際研究セ ンターが発足す る。 このセ ンターでは、通常
東アジアに含め られ る朝鮮半島とベ トナムを研究対象か ら外 し、逆に、本来言語的
には東南アジアに属するフィ リピンを対象に入れてい る。
これ らの地域研究センターに共通す る問題 として、本来研究 に不可欠であるとこ
ろの基礎知識 としての語学力の重要性が充分 に認識 され ていない点も指摘 してお き
たい。例えば、東アジアとい う対象地域に関 し、妥当な学説 を発表す るために、東
アジアで話 され ている言語を研究者は どの程度までマスター している必要があるか。
あるいは、英語 が席巻す る学問の世界ゆえ、英語力をもって充分 とす るのか。その
場合、各研究対象地域 において英語で発表 されたもの、あるいは対象地域に関す る
英語の文献ばか りに依拠す ることにな りはしまいか。
展望
ドイツの大学 における日本研究が、全体 として危機に晒されることがあってはな
らない とした ら、 このまま成 り行きに任せておくわけにはいかない ことだけは確か
である。
地域研究セ ンター は、一っの解決策 と考え られる。 しか し、研究対象が広域に渡
り過 ぎて、 日本研究の重要性 が薄れ るよ うであってはな らない。仮 に対象地域がア
ジアであるならば、その中に 日本研究部門を明確 な形で位置付 けるべ きである。
またこれ らの研究センターは、 日本研究に関 し、バ ッチェラー、マスター、 ドク
ター の各履修課程が成立 し得 るだけの充実 した人材 を有す るべ きである。そのため
には、センター 自体に履修課程を設置す る権限が付与 されていなければならない。
16RegionalwissenschaftlicheZentrenf?Frankfurt,GieﾟenundMarburg[フラ ン ク フ ル ト 大 学 、
ギ ー セ ン 大 学 、 マ ー ル ブ ル ク 大 学 の 地 域 研 究 セ ン タ ー] ,PressemitteilungdesHessischen
Ministeriumsf?WissenschaftundKunstNr.211/2005vomO9.12。2005[ヘッ セ ン 州 文 部 科 学
大 臣 に よ る 報 道 関 係 へ の 発 表 第211号(2005年12A9日 付)]は 、 以 下 の ホ ー ム ペ ー ジ







大学において、たった一人の教授 が率いる単一講座 は、いずれに して も好ま しくな
い。
また、センターの人材には、研 究方法 を異にす る学者たちの登用が重要である。
学際的な共同研究 とまでいかなくとも、複数の学 問分野が関与す ることが望ま しい。
これまでにない新たなアプローチを育ててい くために、文学畑の 日本研究者が優位
を占める状況は改善 されてい く必要がある。
更に、すべての研究者に とって必要な設備 、例 えば語学 関連の資料 ・教材 ・機器 、
あるいは日本語 も使用できるデータ処理システム、また図書館 などの整備が重要で
ある。
日本語能力 をないが しろにす る考えは、人文科学においては容認 してはな らない。
文字や音声が重要な意味を持つ人文科学に、昨今 の英語偏重主義は通用 しないであ
ろ う。
財政は、場合によっては国 と州が共 同で負担すべ きである。研究対象 としての 日
本 の存在が薄れ るよ うなことがあってはな らない。民間 ・財団等か らも、あえて 日
本研究セ ンターに資金が提供 され るようであって欲 しいものである。
また、 日本研究に従事す る者た ちの間の利害関係 も互いに調整する必要があ る。
内部分裂は、 日本研究を維持 してい く上で妨げに しかな らないのだか ら。
私の考えでは、 日本学科 を危機 に陥れないためには、大学にお ける 日本研究の在
り方 を構造的に改革す ることが急務であると思 う。将来的な研究内容 の検討は、今
の ドイツにおいては、その次の問題であろう。
32
